
一般財団法人盛岡市勤労者福祉サービスセンター 

令和８年度事業計画書 

（令和８年４月１日～令和９年３月 31日） 

 

 

 事業活動方針  

 

 当サービスセンターでは、余暇活動援助事業、共済事業や、健康維持増進事

業、自己啓発事業等に取り組むことにより、中小企業勤労者等の会員に対し、

総合的に勤労者福祉事業を提供・推進しています。 

 

 余暇活動援助事業では、レジャー施設・宿泊施設・保養施設の利用、映画鑑

賞券・コンサート鑑賞券・演劇鑑賞券の利用等を支援しています。引き続き、

社会・経済情勢の動向を注視しながら、会員の期待に応えられるよう、魅力あ

る福利厚生サービスの提供を図って参ります。 

 共済事業では、引受保険団体である一般財団法人全国勤労者福祉・共済振興

協会との連絡を密にしながら、会員の共済金申請に的確に対応してまいります。 

 

 いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社による「岩手県内企業景況調

査―2025 年 10 月調査―」によると、「雇用人員ＢＳＩ（「過剰」-「不足」）の

現状判断からは、企業の強い人手不足感が継続している。」「先行きの雇用人員

ＢＳＩからは、現状と同程度の不足感が続くと予想される。」と述べられていま

す。 

 また、独立行政法人労働政策研究・研修機構による「企業における福利厚生

施策の実態に関する調査」及びその分析によると、「多様な福利厚生制度を導入

し、充実させた企業ほど、採用・確保が容易であり、福利厚生が採用、定着に

有効な機能を果たしている可能性が示唆される。」「福利厚生の充実度が『定着

状況の変化』に有意な影響があることが確認されている。」と述べられていま

す。一方、この調査では、「中小企業勤労者福祉サービスセンター」を知ってい

るとする割合が１割余りに止まっていることも示されています。 



 

 このことからも、総合的な福利厚生事業を提供する当サービスセンターの果

たす役割は、更に重要になっているものと認識しております。 

 当サービスセンターの周知、会員のニーズに沿ったサービスの提供を行うと

ともに、健全な事業運営を確保しながら、各種事業の実施、予算の執行に際し

ましては、より一層の効果的、効率的な運営に努めてまいります。 

 

 

 事業内容  

 

１ 在職中の生活安定に関する事業 

 

 一般会員及び特別会員を対象に、中小企業勤労者の生活安定や財産形成に寄

与する一環として、次の事業等を行います。 

 

⑴ 共済事業 

    一般財団法人全国勤労者福祉・共済振興協会を引受保険団体とする自

治体提携慶弔共済保険を契約し、会員とその家族等を対象に、祝金・餞

別金・見舞金・弔慰金を支給します。（別表参照） 

⑵ 団体割引保険制度の紹介 

    団体契約により、会員とその家族が割安の保険料で加入できる団体医

療保険について紹介します。 

⑶ 生活資金融資制度の紹介 

    東北労働金庫及び盛岡市が行う生活資金、教育資金等の融資制度につ

いて、年 1 回発行のガイドブックに掲載して紹介します。 

 

２ 健康の増進に関する事業 

 

 一般会員及び特別会員を対象に、中小企業勤労者の自発的な健康管理意識の

向上に資するため、健康診断助成制度のＰＲを行うとともに、会員が受診した



場合に助成する次の事業を行います。 

 

⑴ 人間ドック受診助成事業 

    人間ドック及び生活習慣病予防検診を受けた場合、１人年１回を限度

に、受診料の２分の１（5,000円を限度）の経費助成を行います。 

⑵ 遺伝子検査受診助成事業 

    遺伝子検査を受けた場合、１人１回を限度に、１人 5,000円の定額助

成を行います。 

 

３ 老後生活の安定に関する事業 

 

 一般会員及び特別会員を対象に、中小企業で働く従業員のための外部積立型

の退職金制度である「中小企業退職金共済制度」、中小企業の経営者や役員等の

ための退職金制度である「小規模企業共済制度」について、サービスセンター

ニュースに掲載し制度の紹介を行うとともに、サービスセンター事務所に資料

を備え提供します。加入の受付事務も行い、制度の普及や加入促進を図ります。 

 また、他団体が行う、広く勤労者等を対象とした退職準備に関する研修会の

案内を行うなど、退職後の生活安定に向けた支援を行います。 

 

４ 自己啓発及び余暇活動に係る事業 

 

 中小企業勤労者の豊かで潤いのある生活づくりに寄与するため、自己啓発に

対する支援を行うとともに、余暇活動や文化・教養活動等への支援による勤労

者相互の親睦と元気回復を図るなど、充実した福利厚生サービスを提供します。 

 

 自己啓発事業にあっては、一般会員及び特別会員を対象に、講演会開催の案

内や各種講座資料の窓口設置等、各種情報の提供を行うとともに、会員が受講

する場合には、受講料の助成を行います。 

 

⑴ パソコン研修受講助成 



    岩手ソフトウェアセンターの主催する研修を受講する場合、受講料の

20％、5,000 円を限度に補助します。 

⑵ ＮＨＫ学園通信講座受講助成 

    ＮＨＫ学園通信講座を受講する場合、受講料の一部補助として１講座

につき 6,000 円を補助します。 

⑶ 放送大学岩手地域センター入学助成 

    放送大学岩手地域センターに入学し視聴学習する場合、入学料の一部

を履修区分（コース）に応じて補助します。 

⑷ 学校法人産業能率大学通信教育受講助成 

    産業能率大学通信教育講座を受講する場合、一部の講座について受講

料の一部を補助します。 

 

 余暇活動援助事業にあっては、一人でも多くの会員が楽しめるような事業を

行うとともに、会員以外の勤労者も対象とした企画事業の実施や鑑賞事業等を

行い、余暇時間の充実や多様な活動を支援します。また、会員に対しては、指

定余暇施設等のチケット割引販売や利用助成を行います。 

 

⑴ 企画事業 

    会員を対象に、「喜盛の湯回数券販売」「おうち時間Ｅｎｊｏｙ！セッ

ト」等の助成を行います。また、会員及び会員以外の勤労者を対象にし

た講演会や、盛岡市及び盛岡市関係団体等が主催する地域まちづくり事

業等への参加協力を行います。 

⑵ 宿泊保養施設利用助成 

    一般会員及び特別会員を対象に、年３回を限度に、１回につき 2,000

円、その家族に１人につき 1,000 円の宿泊助成券を交付します。また、

賛助会員を対象に、年１回を限度に、2,000 円、その家族に１人につき

1,000円の宿泊助成券を交付します。 

⑶ 日帰り保養施設利用助成 

    会員を対象に、日帰り温泉等の契約施設のチケット割引販売を行いま

す。 



⑷ 鑑賞助成 

    会員を対象に、映画鑑賞券・コンサート鑑賞券・演劇鑑賞券等の各種

チケットの割引販売を行うとともに、会員以外の勤労者に対してもチケ

ットを提供します。 

⑸ レクリエーション施設利用助成 

    会員を対象に、プール、スキー場、スケート場等のレジャー施設やス

ポーツ施設を指定・契約し、利用チケットの割引販売を行います。 

⑹ 図書カード等購入助成 

    会員を対象に、図書カード等の割引販売を行います。 

⑺ 余暇活動援助事業（割引指定店事業） 

    会員を対象に、冠婚葬祭施設やレジャー施設、スポーツ施設、日帰入

浴施設、飲食店等生活サービス全般と割引指定店の契約を結び、割引料

金で利用できる事業を行います。 

 

５ 会員拡大に関する事業 

 

 安定した経営基盤の確保とスケールメリットにより、１人でも多くの中小企

業勤労者が充実した勤労者福祉事業のサービスが受けられるよう、割引指定店

の拡充、既存会員への紹介依頼、ラジオＣＭ等のほか、岩手県中小企業団体中

央会や盛岡商工会議所のご協力をいただきながら加入促進活動を行います。 

 

６ 情報提供に関する事業 

 

 会員への各種実施事業の利用促進、及び、会員以外の勤労者への事業内容や

加入方法等の情報提供により、１人でも多くの中小企業勤労者が総合的な福利

厚生サービスを受けられるようにするため、サービスセンターニュースやガイ

ドブック、ホームページ等により、最新の情報を提供します。 

 サービスセンターニュース及びガイドブックの配布は、会員事業所及び個人

会員に送付するとともに、サービスセンター事務所での配布、未加入事業所へ

のガイドブック送付等により、広く事業の周知を図ります。 



 

７ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

⑴ 公益に関する事業 

    盛岡市が行う勤労者福祉増進事業への参加・協力、関係団体の講演会・

イベント等の勤労者事業のＰＲなどの支援を推進し、地域の活性化や公

益性の増大に寄与するよう努めます。 

⑵ 共同購入事業の拡大 

    一般社団法人全国中小企業勤労者福祉サービスセンターとの連携に

より、日常生活用品や特産品の割引価格による提供や、「全福ネット入院

あんしん保険」の紹介などサービス内容の充実を図ります。 

⑶ 東ブロック会議の開催 

    主催：一般社団法人全国中小企業勤労者福祉サービスセンター、共催：

当サービスセンターにより、全国を東西に分け、サービスセンター等が

一堂に会し、課題研修と意見交換を行う「ブロック会議」を盛岡市で開

催し、福利厚生の在り方を考察します。 

 

 

 



令和８年度　予算書（案）

令和８年４月１日から　令和９年３月31日まで

（単位：円）

科　　　　目 ８年度予算額 ７年度予算額 増減 附記

Ⅰ  一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 115,000 7,000 108,000 基本財産運用収入

　基本財産運用益計 115,000 7,000 108,000

②特定資産運用益

特定資産受取利息 6,000 6,000 0 事業準備積立金運用収入

　特定資産運用益計 6,000 6,000 0

③受取入会金

受取入会金 100,000 100,000 0 500人×200円

　受取入会金計 100,000 100,000 0

④受取会費

正会員受取会費 28,560,000 31,500,000 △ 2,940,000 3,400人×700円×12ヶ月

特別会員受取会費 252,000 252,000 0 30人×8,400円

賛助会員受取会費 60,000 60,000 0 10人×6,000円

　受取会費計 28,872,000 31,812,000 △ 2,940,000

⑤事業収益

共済精算掛金収益 1,000,000 2,000,000 △ 1,000,000 共済掛金割戻精算金

給付金収益 10,000,000 10,000,000 0 共済給付金収入

企画事業負担金収益 685,000 1,345,000 △ 660,000 企画事業参加負担金

助成事業負担金収益 18,343,000 17,683,000 660,000 助成事業参加負担金

　事業収益計 30,028,000 31,028,000 △ 1,000,000

⑥受取補助金等

受取地方公共団体補助金 8,900,000 8,900,000 0 盛岡市補助金　

　受取補助金計 8,900,000 8,900,000 0

⑦雑収益

受取利息 1,000 1,000 0 預金利息等

手数料収益 300,000 300,000 0 常備薬等斡旋手数料

広告料収益 680,000 680,000 0 ニュース等掲載広告料

　雑収益計 981,000 981,000 0

⑧事業準備積立金取崩収益

事業準備積立金取崩収益 6,104,000 2,948,000 3,156,000 会費収入減額、人件費増額等による

　事業準備積立金取崩収益計 6,104,000 2,948,000 3,156,000

　経常収益計 75,106,000 75,782,000 △ 676,000



科　　　　目 ８年度予算額 ７年度予算額 増減 附記

(2)経常費用

①事業費

給料 8,076,000 7,729,000 347,000 職員給与

諸手当 1,174,000 1,211,000 △ 37,000 職員交通費、時間外手当、住宅手当等

賞与 2,585,000 2,415,000 170,000 期末、勤勉手当等

福利厚生費 2,194,000 2,111,000 83,000 社会保険料等

旅費交通費 6,000 8,000 △ 2,000 事業打合せ、従事旅費

通信運搬費 1,053,000 1,052,000 1,000 電話代、ニュース送料等

減価償却費 1,114,000 1,044,000 70,000 減価償却費

備品費 134,000 94,000 40,000 備品購入費

消耗品費 23,000 23,000 0 事務消耗品

物品修繕費 200,000 100,000 100,000 PC等修理費、車検費用

印刷製本費 1,607,000 1,606,000 1,000 ガイドブック、ニュース等印刷

燃料費 30,000 30,000 0 ガソリン代

光熱水料費 283,000 283,000 0 光熱水費

賃借料 1,104,000 1,107,000 △ 3,000 室料およびコピー機賃借料等

保険料 88,000 65,000 23,000 軽自動車保険料等

租税公課 12,000 8,000 4,000 印紙代等、車検費用

雑役務費 802,000 801,000 1,000 会計委託料、パソコン保守料

共済掛金 11,801,000 13,410,000 △ 1,609,000 共済掛金

共済給付金 10,000,000 10,000,000 0 共済給付金

企画事業費 1,280,000 1,880,000 △ 600,000 自主事業、会員サポート事業

助成事業費 21,116,000 20,516,000 600,000 入浴券等チケットへの助成

渉外費 21,000 21,000 0 慶弔費

支払手数料 484,000 483,000 1,000 会費口座振替手数料、振込手数料等

広告費 898,000 898,000 0 メディア広告掲載料　

　事業費計 66,085,000 66,895,000 △ 810,000

②管理費

給料 3,492,000 3,378,000 114,000 職員給与

諸手当 378,000 314,000 64,000 職員交通費、時間外手当、住宅手当等

賞与 1,039,000 1,061,000 △ 22,000 期末、勤勉手当等

報償費 10,000 10,000 0 紹介・入会キャンペーン粗品代

福利厚生費 1,080,000 1,039,000 41,000 社会保険料等

会議費 150,000 150,000 0 役員会会議諸経費

渉外費 9,000 9,000 0 慶弔費

旅費交通費 113,000 150,000 △ 37,000 全福センター諸会議、研修旅費

通信運搬費 295,000 296,000 △ 1,000 ニュース等送料・電話代

減価償却費 123,000 115,000 8,000 減価償却費

備品費 66,000 106,000 △ 40,000 備品購入費



科　　　　目 ８年度予算額 ７年度予算額 増減 附記

消耗品費 295,000 295,000 0 事務消耗品

印刷製本費 327,000 328,000 △ 1,000 ガイドブック等印刷

光熱水料費 138,000 138,000 0 光熱水費

賃借料 496,000 497,000 △ 1,000 室料およびコピー機賃借料等

租税公課 36,000 25,000 11,000 印紙代等、車検費用

支払負担金 135,000 135,000 0 全福センター会費等負担金

雑役務費 266,000 267,000 △ 1,000 会計委託料、パソコン保守料等

支払手数料 543,000 544,000 △ 1,000 会費口座振替手数料、振込手数料等

食糧費 30,000 30,000 0 お茶代

　管理費計 9,021,000 8,887,000 134,000

　経常費用計 75,106,000 75,782,000 △ 676,000

　当期経常増減額 0 0 0

2. 経常外増減の部

　　　当期一般正味財産増減額 △ 6,104,000 △ 2,948,000 △ 3,156,000

　　　一般正味財産期首残高 43,989,336 46,937,336 △ 2,948,000

　　　一般正味財産期末残高 37,885,336 43,989,336 △ 6,104,000

Ⅱ  予備費支出 1,000,000 1,000,000 0

Ⅲ  指定正味財産増減の部

　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　　指定正味財産期首残高 100,000,000 100,000,000 0

　　　指定正味財産期末残高 100,000,000 100,000,000 0

Ⅳ  正味財産期末残高 136,885,336 142,989,336 △ 6,104,000


